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2 

要旨 

発展途上国では、国民年金制度が十分にできておらず、不安のままで高齢期を迎える者が数多く存在

している。2009 年より中国政府は「新型農村社会養老保険」（以下、新農保と称する）モデル事業をス

タートさせた。この制度は農村高齢者の基本的生活を保障するために創設されてきたが、農村高齢者の

生活のみならず労働供給にも影響を与えている可能性がある。 

本研究は、最新の第 4 wave の 2018年 CHARLSの個票データを用い、年金受給の内生性を考慮に入れ、

年齢をランニング変数とする回帰不連続デザイン手法を利用し、受給年齢閾値（60.5 歳）付近の高齢者

を対象に新農保による労働供給への影響を分析した。分析結果によれば、最適バンド幅内で年金受給は

週当たりの自営業（農業を除き）従事時間数、農業従事時間数と他業種従事時間数に有意な影響を及ぼ

さない結果が得られている。中国の高齢化の進展に伴い、平均寿命も延びている。2018年の中国人の平

均寿命は約 77歳であり、死ぬまで働き続けなければならない農村高齢者は比較的若い 60歳前後の者で

はなく、75歳前後の後期高齢者のほうが多い。今後後期高齢者を中心に新農保政策の影響を確認する必

要がある。 

 

キーワード：新農保政策、農村高齢者、RDD、CHARLSデータ 
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1.はじめに 

栄養状況の改善と医療技術の発展に伴い、我々の平均寿命が大幅に延びている。先進国では、国

民年金といった社会保障制度はある程度整備されているため、高齢者は安心して老後生活を送るこ

とができる。一方、発展途上国においては、社会保障制度が十分にできておらず、不安のままで高

齢期を迎える者が数多く存在している。近年、急速な経済成長を遂げている中国であっても、高齢

者にとっては、老後の資金調達難が深刻化している。特に農村高齢者を対象とする公的年金制度が

普及しておらず、高齢者は労働収入や子供からの仕送り金を通じて、老後生活の資金を調達する必

要があるため、一部の高齢者は死ぬまで働き続けるといっても過言ではない（Benjamin et al., 

2003)。 

1970 年代から中国で実施された『一人っ子』政策により、子どもの数が大幅に減少している(Zhu, 

2003)。このため、仕送り金を通じて老後の生活資金を調達することが難しくなり、自ら労働時間

を増加したり、必要な消費支出を抑えたりする必要がある。さらに、無理に労働時間を増やすこと

で健康を損ない、経済状況が一層に悪化してしまうという悪化循環に陥ることもありうる。これま

で家族内で対応できた高齢者の養老問題は家族の力のみ対応しきれず、どうしても政府の関与が必

要である時代に入っていると言わざるを得ない。 

高齢者の養老問題の改善は高齢者一人ひとりの生活状況の改善のみならず、家族全員の生活質の

改善ないし国の経済発展にも深く関連しているため、この問題を解決しないままでは、社会の安定

や経済の持続可能な発展は阻害される恐れがある。以上のことを踏まえて、中国政府は 2009 年に

新農保モデル事業を導入し、農村高齢者の基本的な生活を保障できるように取り組んでいる。2009

年のモデル事業の展開からすでに 12 年が経過し、高齢者の労働供給は予想通りに減っていたかに

ついては、研究者の関心を集めている。 

本研究の目的は 2020 年にリリースされた第 4 wave の CHARLSの個票データを用い、年齢をラン

ニング変数としての回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity Design、以下 RDDと称する）
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という手法を利用し、新農保年金の受給が農村高齢者の労働供給に与える影響を明らかにすること

である。分析結果によれば、新農保年金の受給は農村高齢者の週当たりの労働時間数に有意な影響

を及ぼさない結果が得られている。新農保政策の基本原則の 1つは広いカバー範囲として掲げてお

り、受給額と受給率の間にトレードオフの関係があるため、少額の年金は高齢者の労働供給を変更

させるまでの影響力を持たない恐れがある。今後受給額も考慮に入れ検証を行う必要がある。 

本研究の貢献としては、2 点ほどあげられる。1 点目は直近のデータを用い、新農保に加入しか

つ保険料を払った農村高齢者を分析対象としている。2009 年に新農保政策のモデル事業を導入し

始め、その後普及率は急速に増加している。新農保政策により、回答者が住んでいる地域において

は、新農保を導入すれば、60 歳以上の高齢者は保険料を払わずに一定の条件を満たしている場合、

年金受給の資格が与えられる。したがって、2009年から 2015 年1の間に実施した研究は主に保険料

を払わずに受給できる高齢者あるいは短い年数で保険料を払った後ですぐに年金を受給できる高

齢者を分析している。本研究はこれらの研究と異なり、ここで新農保に加入し少なくとも 6年以上

保険料を払い続けている高齢者を分析対象としている。2 点目は新農保政策の評価を通じて、中国

と似ているような状況に置かれる他の途上国に有益な情報を提供することを期待できる。経済の発

展と共に、途上国においても、社会保障制度が徐々に整備されているが、政策効果の評価はまだ十

分に実施されていない。新農保政策の評価は途上国における社会保障制度の構築に貢献できると言

える。 

本研究の構成は以下のとおりである。第 2節では、新農保制度の概況を紹介し、先行研究のまと

めは第 3節で行う。第 4節より本研究で利用するデータと識別戦略を説明する。回帰分析の結果は

 
1 新農保を評価するにあたって、主に使用するデータは CHARLS データと China Family Panel Study

（CFPS）である。2013 年 CHARLS データは 2015 年 1 月にリリースされ、2012 年 CFPS データは 2015

年 5 月にリリースされた。 
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第 5 節で述べる。最後にまとめを行う。 

 

2.新農保制度 

2009 年より中国政府は「基本の保証、広いカバー範囲、弾力性と持続可能」といった基本原則に基づ

き、新型農村社会養老保険モデル事業をスタートさせ、2009 年内に全国の 10％の市区旗をカバーする

目標を掲げている (国務院, 2009)。2012 年 8 月 31 日までに全ての県レベルの行政区においては、新農

保を実施している。地域従業員基礎年金保険に加入しない 16 歳以上の農村住民（学生を除き）は任意

に加入できる。 

新農保は個人保険料、集団的補助金と政府補助金といった 3つのルートを通じて資金を調達している。

2009 年時点での保険料は、100 元/年、200 元/年、300 元/年、400 元/年、500 元/年の 5 つの納付基準

があり、どのランクの保険料を納付するのも任意である2。地方政府は独自に保険料基準の調整を行うこ

とができ、例えば平均所得の高い北京市においては、2021 年から 9,000 元/年という保険料基準も新設

した。集団的補助金というは所属している村が可能であれば、加入者に対して一定の補助金を提供する

ことである。補助金額については、村民委員会の主催した村民代表会議で決める。政府補助金について

は、政府は受領要件を満たしている加入者に基礎養老金（2009 年時点、一人当たり 55 元）を支給する

必要がある。地方政府は各地の状況に基づき、基礎養老金の支給額を引き上げることができる。また、

地方政府は保険加入者に対して、30 元/年以上の補助金を提供しなければならない。 

新農保政策を導入された地域においては、60 歳以上の農村高齢者は年金受給権利が与えられるため、

年金を受給できる(于洋, 2014)。月あたりの受給額は上記で述べた基礎養老金と個人口座養老金によっ

て決まる。新農保加入者の全員が個人口座を開設している。毎年納付した保険料や集団的補助金、地方

政府による補助金などのお金はすべて貯金として個人口座に入れ、中国人民銀行が出した金融機関の一

年定期貯金利率（人民元）を参考し、利息を計算する。月当たりの受給額は基礎養老金+（納付した保険

料の総額+集団的補助金の総額+地方政府による補助金の総額+利息）/139 である。 

 
2 2021 年 9 月 28 日の相場によれば、100 元は 15.49 ドルと換算できる。 
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3.先行研究 

 先進国における公的年金制度の発足が早い。欧州諸国をはじめ、年金制度の持続可能性を維持するた

めに、何度も改正が行われた。支給開始年齢の段階的引き上げや早期退職制度の導入といった制度の変

更を使い、高齢者の労働供給に与える効果を統計的に検証する研究は数多く存在している（石井・黒澤, 

2009; 高山・白石, 2017;北村, 2018; Mastrobuoni, 2009; Oshio et al., 2011; Atalay and Barrett, 

2015; Blundell et al., 2016; Cribb et al., 2016; Engels et al., 2017; Rabaté, 2019）。例えば、

Atalay and Barrett（2015）は女性の受給資格年齢を 60歳から 65歳へと段階的に引き上げた 1993年

のオーストラリアの年金改正の効果を調べたところ、対象年齢を 1歳引き上げると、退職する確率が 12

〜19ポイント低下するという結果が得られた。 

一方、中国のような発展途上国において、農村高齢者を対象とする年金制度の発足は遅れているため、

年金制度の導入が農村高齢者の労働供給に及ぼす影響を分析する研究はまだ十分に蓄積されていない。

限られている研究の中で、中国(Zhang et al., 2014 ;Ning et al., 2016;Shu, 2018; Huang and Zhang, 

2021)、ブラジル(de Carvalho Filho, 2008; Oliveira et al., 2017)、インド(Kaushal, 2014)と南ア

フリカ(Ardington et al., 2009)を対象にしているものが挙げられる。 

中国で新たに導入した新農保は途上国における公的年金制度が高齢者の労働供給に与える影響を評

価できるチャンスを提供した。特に「中国健康と養老追跡調査」（CHARLS）をはじめとするマイクロデー

タベースの構築は関連する研究の蓄積を促進させている。 

新農保年金を受給することは高齢者の労働供給に影響を与える一方、高齢者の労働状況は新農保の加

入にも影響を及ぼしている。いわゆる逆の因果性が存在していることが懸念されている。この問題に対

処するために、操作変数法（Instrumental Variable, 以下 IVと称する）や RDDを用いる研究が多い。

有効な IV は、新農保政策の加入に強く関連していることと高齢者の労働供給に相関を持たないことを

同時に満たす必要がある。利用されている IVとしては、地域別の新農保参加率（Hua et al., 2021）

や地域別の新農保の導入期間の長さ（Shu, 2018）などが挙げられる。また、年金受給年齢（60歳）前

後に注目する RDは、狭い範囲の中で、準実験的な環境を作り出し、逆の因果性を是正している（Zhang 



7 

et al., 2014; Zhang, 2015）。逆の因果性の他、欠落変数の存在も内生性問題を引き起こす可能性があ

る。パネルデータの蓄積により、完全にこの問題を解決できないが、固定効果モデルを用い時間と共に

変化しない要因の影響を取り除くことが可能である(Huang and Zhang, 2021)。さらに、新農保実施の

タイミングの違いと年金受給開始年齢の制限を利用し、Difference-in-discontinuity という手法も応

用されている(Ning et al., 2016)。 

新農保実施当初、60歳以上の高齢者は、保険料を払わずに新農保年金を受給できるため、所得効果あ

るいは代替効果により、労働供給を減らしたり、増加したりすることが予想できる。実証研究の結果を

見ると、新農保政策が高齢者の労働供給に負の影響を与える研究（Zhang et al., 2014; Zhang, 2015; 

Huang and Zhang, 2021）と影響を与えない研究 (Ning et al., 2016)が併存している。データの制約

により、ほとんどの既存研究は新農保を導入した直後の効果を検証したものであり、保険料を数年払い

続けている加入者を対象にする研究は限られている。保険料を払わずに受給できる高齢者と保険料を払

い続け受給できる高齢者の間に大きな属性の違いがあり、前者の分析結果をそのまま後者に応用するこ

とが難しい。したがって、本研究は後者を対象にし、統計的分析を通じて新農保効果の評価を試みてい

る。 

 

4.データと識別戦略 

4.1 データ 

 2008年から北京大学国家発展研究院が主催し、北京大学中国社会科学調査センターと中国共産主義

青年団北京大学委員会が共同で大規模な学際的調査プロジェクトである China Health and Retirement 

Longitudinal Study を実施した。この調査の目的は中国本土における 45歳以上の世帯と個人を対象と

した全国代表性を有する個票データを収集し、人口高齢化問題の分析や高齢化に関する学際的な研究

を促進し、関連政策の策定と改善のためのエビデンスを提供することである。 



8 

 CHARLSは、2008年に浙江省（東部）と甘粛省（西部）で事前調査を実施し、2011年に 28省（中央

政府直轄の自治区・市）の 150県（町）と 450コミュニティ（村）を対象としたベースライン調査を

行った。その後、2013年、2015 年、2018年に 3回にわたり追跡調査を行い、第 4 waveの 2018年の全

国フォローアップ調査が終了した時点で、そのサンプルは 12,400世帯と 19,000人の回答者を含め

た。CHALRSは、米国の Health and Retirement Survey（HRS）、日本の Japanese Study of Aging and 

Retirement（JSTAR）、欧州の Health, Ageing and Retirement Survey（SHARE）などの global aging 

dataとの比較可能性を考慮に入れ設計した。サンプリング方法については、多段抽出法を採用し、県/

区と村とともに、確率比例サンプリングを使用した。CHARLS は、個人・世帯の属性のほかに収入や労

働、健康状態といった内容を聴収しているため、中国社会のファクトファインディングを把握できる

基礎資料として高く評価できる。Zhao et al. (2020) は追跡調査の詳細を説明している。本研究は

2020年 9月 23日にリリースされた第 4 Waveのデータを用いるとする。 

 

4.2 サンプルセレクション 

 本研究は新農保政策が農村高齢者の労働供給に与える影響に関心を持っているため、新農保政策の

加入資格を保有しない都市回答者やすでに他の年金保険3に加入あるいは受給している農村回答者をあ

 
3  中国では、所属組織の違いによって、加入できる公的年金の種類も異なっている。例えば、公務員のみ

政府年金（pension for public servants）に加入できる。ここで、政府年金（Pension for public 

servants）、公共団体年金(Pension for public institution employees)、地域従業員基礎年金(Basic 

Pension for enterprise employees)、付加年金保険（Supplementary pension insurance (annuity)）、地
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らかじめ分析サンプルから除外した。そして、農村戸籍を持っているが、新農保に加入していない回

答者も除外した。 

 

4.3 識別戦略 

 新農保政策が農村高齢者の労働供給に与える影響を得るために、下記の式（1）を考える。 

Yi=α1+β1Pi+εi                                           式(1) 

ここでの Yiは個人 i の週当たりの労働時間数を表すアウトカム変数である。Piは個人 i が新農保より年

金の受給状況を表すダミー変数である。つまり新農保年金を受給している個人に 1 をとり、受給しない

個人に 0 をとる。εiは誤差項である。式（1）を用い、新農保政策が高齢者の労働供給に与える影響を

推定し、得られる推定結果は欠落変数の存在によってバイアスがかかることが知られている。データか

ら観測できる変数を考慮に入れ、推定バイアスを縮小することができるが、地域の文化や個人の選好と

いった観測できない変数の存在により、欠落変数による推定バイアスをなくすことができない。また、

個人のセレクションから生じるバイアスについても、式（1）を用いて対応することができない。 

近年実験経済学の著しい発展に伴い、ランダム化比較試験（Randomized Control Trial, RCT）を通

じて因果効果を推定する研究が急増している。2019 年のノーベル賞（経済学）の受賞者らはフィールド

 

域住民社会養老保険（Urban and Rural Resident Pension）、都市住民養老保険（Urban Resident 

Pension）と失地農民社会養老保険（Pension for Land-Expropriated farmers）の加入者あるいは受給者を

分析サンプルから除外した。 
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実験を活用し、発展途上国における貧困や教育等の因果効果を推定し、政策づくりに有用なエビデンス

を提供している。これは無作為割り当てが上記のセレクション問題等を解決でき、真の因果効果を提供

できると言える（Angrist and Pischke, 2009）。しかし、大部分の経済学者にとっては、大規模介入試

験を行う条件が揃えず、アンケート調査に基づく観察研究を実施するのがほとんどである。近年デザイ

ンに基づく計量経済学の発展に従って、制度の変更や自然災害の発生などといった自然実験を用い、因

果効果を推定する研究が爆発的に増えている。識別戦略としては、マッチング法、操作変数法、差分の

差分、回帰不連続デザインなどがあげられる。そのうち、RDD は局所的に無作為割り当てが行われてい

るとみなすことができるため、他の識別政策に比べ、RD の透明性が高くより信頼性の高い推定結果が

得られると指摘された（Lee and Lemieux, 2010）。 

 新農保の『指導意見』に基づき、新農保年金の受給資格は年齢のみに依存し、60 歳に達せば毎月一定

額の年金を受給できる4。つまり、60 歳を境に前後の年金受給割合に大きなジャンプが生じている。こ

こでの年齢はランニング変数と呼んでいる。新農保政策によると、60 歳になれば、直ちに年金を受給で

きると定められているが、地域の現状を見ると、多少ズレも存在している。したがって、60 歳を過ぎて、

年金受給の割合は 0％から 100％までにジャンプするのではないが、受給する人の割合は明確な増加が

観察できる。この場合はファジーな RD（Fuzzy RD）と呼ばれる。以上のことを踏まえて、下記の式（2）

 
4 2009 年に実施した新農保年金の受給条件としては、60 歳以上の農村高齢者は保険料を払わず受給でき

る。ただし、新農保の加入条件を満たしている当該高齢者の子供は新農保に加入し、保険料を完納する必要

がある。その後、この付加条件は廃止された。 
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を考える。 

Yi=α2+β2Pi+f(agei)+ui                                           式(2) 

f(agei)は年齢に関する多項式であり、年齢の非線形関係をコントロールしている。ここで、60 歳及びそ

の以上の加入者の年金受給率は 60 歳以下の加入者の受給率より高くなっていることを仮定し、年金受

給 Piと年齢 ageiの関係は式（3）のように表すことができる。 

 

=φ1(agei) if agei≥60   

Pr（Pi=1|agei）                             φ1(agei) ≠φ0(agei)          式（3） 

                        =φ0(agei) if agei<60 

 

 Angrist and Pischke（2009）によれば、ファジーな RD は操作変数推定と同様であり、2 段階最小二

乗法（two-stage least squares method,2SLS）を用いて推定することができる。第 1 段階目の推定式は

下記の式（4）のように示している。 

Pi=α3+β3Ti+f(agei)+υi                      式（4） 

ここでの Ti=1(agei≥60)は内生変数 Piの操作変数である。Piの予測値を用い、式（2）を推定すると、年

金受給が農村高齢者の労働供給に与える因果効果β2を得られる。RD においては、局所的に無作為割り

当てを満たしていると仮定しているため、推定結果は強くバンド幅（bandwidth）の選択に依存してい

る。閾値近傍の回答者は似ている属性を持っていると言えるが、遠く離れている回答者は異なる属性を

保有する可能性が高い。最適バンド幅を決める方法としては、交差検証法(Ludwig and Miller, 2007)、

そして交差検証法を改良した IK（Imbens and Kalyanaraman, 2012）及び CCT（Calonico et al., 2014）
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などがあげられる。ここで CCT の方法に従って、最適バンド幅を選択する。 

 

5.実証分析 

5.1 年齢と年金受給、労働供給の関係 

 図 1 は年齢5と年金受給の割合の関係を示している。こちらはファジーな RD の第 1 段階目の結果で

ある。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、閾値を 60.5 歳としている。図 1 を見ると、予測

通りに閾値付近で年金受給の割合については、大きなジャンプが確認できる。60 歳を閾値にしない理由

としては、60 歳になると、年金を受給するための手続きを行う必要があり、年金を入手できるまで一定

の時間がかかることである。 

 

＜図 1 挿入＞ 

 

 次に年齢と労働供給を表す各変数の関係を確認する。労働供給に関しては、CHARLS の中で、自営

業、農業と他の業種に従事する平均時間数/日と平均日数/週のデータを集めているため、これらの情報

を用いて、業種別の週当たりの就労時間数を計算できる。ここで、週当たりの就労時間は 112 時間を上

回ると、異常値とみなし、分析から除外した。まず、図 2 で示している年齢と週当たり自営業（農業を

除き）従事時間数の関係を見ると、閾値を表す縦線の左右においては、60.5 歳を超えると、農村高齢者

 
5 2018 年の 7 月～8 月にわたり、第 4 wave の CHARLS 調査が行われたため、ここで回答者の出生年月の

情報を利用し、2018 年 7 月末までの年齢を計算している。 
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の労働時間数は著しく減少している傾向が見られない。 

 

＜図 2 挿入＞ 

 

 次に年齢と週当たり農業従事時間数の関係（図 3）を見ると、年齢の増加に伴い、週当たりの就労時

間は減少する傾向があるが、閾値付近では明確なジャンプが確認できなかった。農作業については、自

由に労働時間数を調整する余裕が少なく、少額の年金を受給するとしても、農作業に必要な作業量を減

少させるインセンティブが不足していると考えられる。 

 

＜図 3 挿入＞ 

 

 最後に年齢と週当たり他業種従事時間数の関係（図 4）を見ると、閾値付近の 2 本のフィッティング

曲線の切片はほぼ重複しており、週当たりの他業種従事時間数にも明確な差がないと言える。 

 

＜図 4 挿入＞ 

 

 年齢と週当たりの労働供給を表す各変数との関係図をまとめると、閾値付近で農村高齢者の労働供給

が明確に減少していないことが分かる。しかし、上記の図で示しているのはあくまで大まかなトレンド

であり、次に回帰分析を通じて、年金受給と労働供給の関係について議論を展開する。 

 

5.2 回帰分析結果 

 5.1 節の図 1 で分かるように、年齢閾値の近傍で年金受給率は、大きなジャンプが存在している。表

1 は第 1 段階目の推定結果を示している。バイアス修正済みかつ頑健性のある推定係数を採用している。
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観測値のウェイトにつては、三角カーネル関数を用いており、平均二乗誤差を最小にするバンド幅を最

適バンド幅とみなしている。表 1 によれば、自営業就業のサブサンプルを除き、農業就業と他の業種就

業のサブサンプルでは、60.5 歳を上回ると、新農保年金を受給する確率は 1％水準で有意に高くなり、

それぞれ 39.9％ポイントと 58.1％ポイント上がることが分かる。自営業就業のサブサンプルの有効サ

ンプル数は 87 しかなく、十分なサンプル数を確保できず、有意な結果が得られない可能性がある。以

下の分析は、主に農業就業と他の業種就業の推定結果に基づき議論をする。 

 

＜表 1 挿入＞ 

 

 表 2 は年金受給が農村高齢者の週当たりの就労時間数に与える影響の推定結果を表している。表 2

を見ると、年金受給は農村高齢者の農業と他の業種に従事する週当たりの時間数にポジティブな影響を

与えているが、統計的に有意ではない。こちらの推定結果は Difference-in-discontinuity を応用した

Ning et al（2016)と一致している。 

 

＜表 2 挿入＞ 

5.3 有効性の検証 

5.3.1 ランニング変数の操作の有無の検証 

 RD 分析においては、個人は基本的にランニング変数を操作できないことを前提にしている。例えば、

個人は嘘などを通じて自由に年齢を操作でき、年金受給のタイミングを決定できれば、RD による推定

結果にはバイアスがかかる可能性が高い。この点については、ランニング変数の密度関数の連続性を確

認し、閾値 60 歳の近傍で明確なジャンプが存在しているかどうかを判断できる（McCrary, 2008）。図

5 は 50 歳から 70 歳までの回答者の年齢の分布を表している。上記で説明したように、年金の受給につ
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いては、多少のずれが存在しているため、先行研究を参考に 60 歳ではなく、60.5 歳を閾値として利用

し、図 5 の中で赤い縦線は 60.5 歳を指している（Zhang, 2015）。赤線の右側の密度は左側より高いが、

Cattaneo et al.(2018)で提供されている方法でランニング変数が操作されていないという帰無仮説を棄

却できず（p=0.60）、個人はランニング変数を操作できないという条件を満たしていると言える。 

 

＜図 5 挿入＞ 

 

5.3.2 共変量の連続性の検証 

 RD 推定の有効性を保つために、ランニング変数の閾値付近でトリートメントである年金受給以外の

共変量に関しては、連続性を持っていることが必要である。ここで、男性ダミー、中国共産党党員ダミ

ー、教育年数、同居配偶者ありダミーと子供の数といった共変量の連続性を検証する。これらの共変量

は 60 歳前にほとんど決まっており、時間とともに変化しないと考えられる。 

 

＜図 6 挿入＞ 

 

 年齢と各共変量の関係を図 6-1～6-5 で示している。いずれの図においても、閾値付近でおおむね明確

なジャンプがなく、共変量の連続性も保っているといえる。 

 上記の共変量の連続性については、回帰分析を用いて検証した結果は表 3 にまとめている。具体的に

は、各共変量を被説明変数にして、計算した最適バンド幅内のサンプルを使用し、年齢閾値ダミーと他

の共変量を説明変数に回帰分析を行った。年齢閾値ダミーは回答者の年齢が 60.5 歳を上回ると、1 をと

り、60.5 歳を下回ると、0 をとる二値変数である。例え年齢閾値ダミーの偏回帰係数は有意に推定され
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れば、当該共変量については、年齢閾値付近で明確なジャンプが存在しており、この共変量は連続性の

仮定を満たさないことを意味している。表 3 の推定結果を見ると、いずれの推定結果も統計的に有意な

結果が得られず、これらの共変量の連続性が保っていると言える。 

 

＜表 3 挿入＞ 

 

5.3.3 反証テスト 

 推定結果の信頼性を確認するために、ここで 60.5 歳以外の点を閾値に設定し、反証テストを行う。選

択した年齢は新農保年金の受給資格に関連していないため、労働供給を表す各変数については、統計的

に有意な推定結果を得られないはずである。ここで、57 歳と 63 歳の 2 つの年齢点を新しい閾値にして

回帰分析を行った。共変量は上記の分析と同様なものを利用している。表 4 は上記の 2 つの偽閾値を用

いた回帰分析の結果をまとめている。表 4 を見ると、予測通りにいずれの推定式においても、有意な推

定結果が得られていない。 

＜表 4 挿入＞ 

 

6.まとめ 

 本研究は 2018 年 CHARLS データにより、年齢をランニング変数としての RDD 手法を応用し、中国の新農

保年金の受給が農村高齢者の労働供給に与える因果効果を明らかにした。回帰分析結果によれば、最適バン

ド幅内で年金受給は農業従事時間数と他業種従事時間数に有意な影響を及ぼさない結果が得られている。農

村高齢者の労働供給を見ると、農業に就業する人の数は圧倒的に多い。しかし、農業に従事すれば、毎月一

定の収入を得るのではなく、春と夏における農薬や肥料、労働力を投入し続けており、秋になると米や大豆など
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を収穫し、農産物市場を通じて現金収入を得られる。もし春あるいは夏の時期に必要な労働投入を減らせば、

収入の大幅な減少につながっている。少額の年金を受給できるとしても、農業収入額を上回らないと、農業に従

事する労働時間数を減らさないと言ってもおかしくない。 

既存研究の中で、RDD 手法を用い、保険料を払わずに新農保年金を受給できた高齢者を対象に新農保に

よる労働供給に与える効果を検証するものが多い（Zhang et al., 2014; Zhang, 2015; Ning et al., 2016）。本研究

は少なくとも新農保の加入年数が 6 年を超える 60 歳前後の高齢者に注目している。筆者の知っている限り、保

険料を払い続けている高齢者を分析する研究はまだ存在していない。 

最後に本研究の課題をまとめる。第 1に、RDD手法の外的妥当性である。RDDを利用する際に、最適バンド

幅内においては、局所的平均処置効果（Local average treatment effect, LATE）の信頼性が高いが、最適バン

ド幅外のサンプルは同様な結論を応用できない。また、本研究でファジーな RDを用いることで、操作変数法と

同様に LATEの推定を行うため、得られる因果効果を他のサンプルに応用するのはさらに難しくなる。中国の高

齢化の進展に伴い、平均寿命も延びている。2018年の中国人の平均寿命は約 77歳であり、冒頭で述べたよう

に死ぬまで働き続けなければならない農村高齢者は比較的若い 60歳前後の者ではなく、75歳前後の後期高

齢者である。しかし、本研究の結果は、これらの高齢者に直接応用することができない。 
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図 1 年齢と年金受給の割合の関係 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。 
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図 2 年齢と週当たり自営業（農業を除き）従事時間数の関係 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。週当たり自営業（農業を除き）従事時間数は 112 時間を超える回答者

を分析サンプルから除外した。 
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図 3 年齢と週当たり農業従事時間数の関係 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。週当たり農業従事時間数は 112 時間を超える回答者を分析サンプルか

ら除外した。 
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図 4 年齢と週当たり他業種従事時間数の関係 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。週当たり他業種従事時間数は 112 時間を超える回答者を分析サンプル

から除外した。 
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表 1 新農保政策による年齢ルールが年金受給に与える影響の推定結果 

 自営業就業 農業就業 他の業種就業 

年金受給の有無

（YES＝1, No=0） 

年金受給の有無

（YES＝1, No=0） 

年金受給の有無

（YES＝1, No=0） 

年齢閾値ダミー（年

齢≥60.5歳=1） 

0.315 0.399*** 0.581*** 

（0.234） (0.061) (0.099) 

バンド幅 4.503 4.390 4.415 

共変量 YES YES YES 

有効サンプル数 87          919 299 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。（ ）の中で頑健誤差を表している。いずれの推定式にお

いても、年齢の一次項も入れている。***は 1％水準で推定結果が有意であることを表す。共変量は男性ダミ

ー、中国共産党党員ダミー、教育年数、同居配偶者ありダミーと子供の数を含んでいる。 
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表 2 年金受給が農村高齢者の週当たりの労働供給に与える影響の推定結果 

 週当たり自営業(農

業を除き)時間 

週当たり自営業

(農業)時間 

週当たり雇

われる時間 

年金受給の有無（YES＝1） 

-23.648 5.699 4.639 

（33.893） (7.605) (8.315) 

バンド幅 4.503 4.390 4.415 

共変量 YES YES YES 

有効サンプル数 87 919 299 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。（ ）の中で頑健誤差を表している。いずれの推定式にお

いても、年齢の一次項も入れている。共変量は男性ダミー、中国共産党党員ダミー、教育年数、同居配偶者

ありダミーと子供の数を含んでいる。 
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図 5 回答者の年齢の分布 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。 
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図 6-1                      図 6-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3                      図 6-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5                         

図 6 共変量の連続性 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。ここで 50 歳から 70 歳までの回答者に限定し、60.5 歳を

RD のカットオフ値と利用している。 
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表 3 共変量の連続性の検証結果 

 男性ダミー 中国共産党

党員ダミー 

教育年数 同居配偶者

ありダミー 

子供の数 

年齢閾値ダミー（年

齢≥60.5 歳=1） 

-0.113 0.004 -0.153 0.113 0.038 

（0.112） (0.040) (0.879) (0.098) (0.195) 

バンド幅 4.325 6.120 4.562 4.539 6.105 

共変量 YES YES YES YES YES 

有効サンプル数 1,378 2,140 1,478 1,478 2,140 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。（ ）の中で頑健誤差を表している。いずれの推定式にお

いても、年齢の一次項も入れている。 
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表 4 異なった閾値を用いた回帰分析結果 

 閾値：57 歳 閾値：63 歳 

週当たり自営

業(農業を除き)

時間 

週当たり自

営業(農業)

時間 

週当たり雇

われる時間 

週当たり自営

業(農業を除

き)時間 

週当たり自

営業(農業)

時間 

週当たり雇

われる時間 

年金受給の有無

（YES＝1） 

56.515 -140.78 -34.987 112.98 -6.502 21.345 

（59.817） (106.12) (51.889) （144.89） (15.327) (32.089) 

バンド幅 6.593 3.983 4.221 4.090 5.170 3.662 

共変量 YES YES YES YES YES YES 

有効サンプル数 200 807 349 69 1,144 337 

注：2018 年 CHARLS データを用いて、筆者作成。（ ）の中で頑健誤差を表している。いずれの推定式にお

いても、年齢の一次項も入れている。 
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